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１．社会的養護の基本理念と原理
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社会的養護の基本理念と原理

社会的養護の基本理念

社会的養護の原理

社会的養護の基盤づくり

①家庭養育と個別化：   ・すべてのこどもは、適切な養育環境で、安心して自分をゆだねられる養育者によって養育されるべき。
「あたりまえの生活」を保障していくことが重要。

②発達の保障と自立支援： ・未来の人生を作り出す基礎となるよう、こども期の健全な心身の発達の保障を目指す。
愛着関係や基本的な信頼関係の形成が重要。自立した社会生活に必要な基礎的な力を形成していく。

③回復をめざした支援：  ・虐待や分離体験などによる悪影響からの癒しや回復をめざした専門的ケアや心理的ケアが必要。
安心感を持てる場所で、大切にされる体験を積み重ね、信頼関係や自己肯定感（自尊心）を取り戻す。

④家族との連携・協働：  ・親と共に、親を支えながら、あるいは親に代わって、こどもの発達や養育を保障していく取り組み。

⑤継続的支援と連携アプローチ： ・アフターケアまでの継続した支援と、できる限り特定の養育者による一貫性のある養育。
様々な社会的養護の担い手の連携により、トータルなプロセスを確保する。

⑥ライフサイクルを見通した支援：・入所や委託を終えた後も長くかかわりを持ち続ける。
虐待や貧困の世代間連鎖を断ち切っていけるような支援。

①こどもの最善の利益のために  ・児童福祉法第１条「全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのつとり、適切に養育されるこ
 と、その生活を保障されること、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並び
 にその自立が図られることその他の福祉を等しく保障される権利を有する。」

 ・児童の権利に関する条約第３条「児童に関するすべての措置をとるに当たっては、児童の最善の利
 益が主として考慮されるものとする。」

②社会全体でこどもを育む    ・社会的養護は、保護者の適切な養育を受けられないこどもを、公的責任で社会的に保護養育すると
 ともに、養育に困難を抱える家庭への支援を行うもの。

○ 家庭養育優先原則に基づき、家庭での養育が困難又は適当でない場合は、養育者の家庭にこどもを迎え入れて養育を行う里親やファミ
リーホーム（家庭養護）を優先するとともに、児童養護施設、乳児院等の施設についても、できる限り小規模かつ地域分散化された家
庭的な養育環境の形態（家庭的養護）に変えていく。

○ 大規模な施設での養育を中心とした形態から、一人一人のこどもをきめ細かく育み、親子を総合的に支援していけるよう、ハード・ソ
フトともに変革していく。

○ 施設は、社会的養護の地域の拠点として、家庭に戻ったこどもへの継続的なフォロー、里親支援、自立支援やアフターケア、地域の子
育て家庭への支援など、高機能化及び多機能化・機能転換を図る。

○ ソーシャルワークとケアワークを適切に組み合わせ、家庭を総合的に支援する仕組みづくりが必要。 2



児童養護施設
大舎（２０人以上）
中舎（１３～１９人）
小舎（１２人以下）
１歳～１８歳未満

（必要な場合 ０歳～２０歳
未満）

地域小規模児童養護施設
(グループホーム)

・本体施設の支援の下で
地域の民間住宅などを活用して
 家庭的養護を行う

・１グループ４～６人

小規模グループケア（分園型）
・地域において、小規模なグループ 

で家庭的養護を行う

・１グループ４～６人

小規模住居型児
童養育事業
（ファミリーホーム）

・養育者の住居で
  養育を行う家庭養護

・定員５～６人

乳児院
乳児(０歳)

必要な場合幼児(小学校就学前）

里親

・家庭における養育を
里親に委託する家庭
養護

・児童４人まで

里親等            里親＋ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ
=

委託率    養護＋乳児＋里親＋ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ 令和６年３月末 ２５．１％

施設

小規模住居型
児童養育事業

養子縁組
（特別養子縁組を含む。） 実親に

よる
養育

家庭と同様の環境における養育の推進

施設（小規模型）

家庭と同様の養育環境 家庭良好な家庭的環境
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○ 国・地方公共団体（都道府県・市町村）の責務として家庭と同様の環境における養育の推進等を明記。

①まずは、児童が家庭において健やかに養育されるよう、保護者を支援。
②家庭における養育が適当でない場合、児童が「家庭における養育環境と同様の養育環境」において継続的に養育されるよう、必要な措置。

    ③②の措置が適当でない場合、児童が「できる限り良好な家庭的環境」で養育されるよう、必要な措置。

※ 特に就学前の児童については、②の措置を原則とすること等を通知において明確化。

平成28年改正児童福祉法による対応

〇 児童が心身ともに健やかに養育されるよう、より家庭に近い環境を図ることが必要。
〇 しかしながら、社会的養護を必要とする児童の約８割が施設に入所しているのが現状。
（平成２８年に児童相談所が要保護児童の養育環境を決定する際の考え方を法律において明確化）

課

題

里親



２．社会的養護の現状
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里 親 家庭における養育を里親に
委託

登録里親数 委託里親数 委託児童数 ファミリー
ホーム

養育者の住居において家庭養護
を行う(定員５～６名)17,381世帯 5,181世帯 6,406人

区分

（里親は
重複登録
有り）

養 育 里 親 14,724世帯 4,180世帯 5,027人
ホ ー ム 数 487か所

専 門 里 親 712世帯 170世帯 208人
養子縁組里親 7,364世帯 326世帯 353人

委託児童数 1,810人
親 族 里 親 632世帯 580世帯 818人

小 規 模 グ ル ー プ ケ ア 2,527か所

地域小規模児童養護施設 629か所

里親・ファミリーホームへ委託されているこども及び乳児院・児童養護施設・児童心理治療施設・児童自立支援施
設・母子生活支援施設・児童自立生活援助事業所に入所しているこどもは、約４万２千人。

○里親数、施設数、児童数等の状況

施 設 乳 児 院
児童養護
施 設

児童心理
治療施設

児童自立
支援施設

母子生活
支援施設

児 童 自 立 生 活 援 助 事 業 所

Ⅰ 型 Ⅱ 型 Ⅲ 型

対 象 児 童

乳児（特に必
要な場合は、
幼児を含む）

保護者のない
児童、虐待さ
れている児童
その他環境上
養護を要する
児童（特に必
要な場合は、
乳児を含む）

家庭環境、学
校における交
友関係その他
の環境上の理
由により社会
生活への適応
が困難となっ
た児童

不良行為をな
し、又はなす
おそれのある
児童及び家庭
環境その他の
環境上の理由
により生活指
導等を要する
児童

配偶者のない
女子又はこれ
に準ずる事情
にある女子及
びその者の監
護すべき児童

義務教育を終了した児童であって、児童養護施設等
を退所した児童等

＜実施場所＞

Ⅰ型…児童福祉法第６条の３第１項に規定する共同生活を

営むべき住居（自立援助ホーム）

Ⅱ型…母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施

設又は児童自立支援施設

Ⅲ型…ファミリーホーム又は里親(親族里親を除く)の居宅

施  設  数 147か所 607か所 53か所 58か所 205か所 369か所 58か所 204か所

定 員 3,753人 28,966人 2,007人 3,333人 4,241世帯 2,345人 132人 766人

現 員 2,316人 22,162人 1,287人 1,130人
3,212世帯
児童5,291人

1,465人 93人 224人

職 員 総 数 5,536人 21,262人 1,593人 1,821人 2,044人 1,456人 83人 371人
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（出典）
※里親数、ＦＨホーム数、委託児童数、乳児院・児童養護施設・児童心理治療施設・母子生活支援施設の施
設数・定員・現員は福祉行政報告例（令和6年3月末現在）

※児童自立支援施設の施設数・定員・現員、児童自立生活援助事業所の施設数・定員・現員・職員総数、小
規模グループケア、地域小規模児童養護施設のか所数は家庭福祉課調べ（令和6年10月1日現在）

※職員総数（自立援助ホームを除く）は、社会福祉施設等調査報告（令和5年10月1日現在）
※児童自立支援施設は、国立2施設を含む



令和５年度 児童虐待相談対応の内訳

相談対応件数 225,509件※１

一時保護    30,814件※２

施設入所等 4,524件※３、４

※１ 児童相談所が児童虐待相談として対応した件数（延べ件数）
※２ 児童虐待を要因として一時保護したが、令和５年度中に一時保護を解除した件数（延べ件数）
※３ 児童虐待を要因として、令和５年度中に施設入所等の措置がなされた件数（延べ件数）
※４ 令和５年度 児童虐待以外も含む施設入所等件数 8,981件 【出典：福祉行政報告例（令和７年３月現在）】

児童養護施設 乳児院 里親委託等 その他施設
2,129件 704件 854件 837件

令和4年度 2,273件 711件 689件 767件

令和3年度 2,360件 685件 617件 759件

令和2年度 2,274件 663件 656件 755件

令和元年度 2,595件 850件 735件 849件

平成30年度 2,441件 736件 651件 813件

平成29年度 2,396件 800件 593件 790件

平成28年度 2,651件 773件 568件 853件

平成27年度 2,536件 753件 464件 817件

平成26年度 2,685件 785件 537件 778件

内訳

令和5年度
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身体的虐待 ネグレクト 性的虐待 心理的虐待 総　　数

平成24年度 23,579  (35.4%) 19,250  (28.9%) 1,449  (2.2%) 22,423  (33.6%) 66,701  (100.0%)

平成25年度 24,245  (32.9%) 19,627  (26.6%) 1,582  (2.1%) 28,348  (38.4%) 73,802  (100.0%)

平成26年度 26,181  (29.4%) 22,455  (25.2%) 1,520  (1.7%) 38,775  (43.6%) 88,931  (100.0%)

平成27年度 28,621  (27.7%) 24,444  (23.7%) 1,521  (1.5%) 48,700  (47.2%) 103,286  (100.0%)

平成28年度 31,925  (26.0%) 25,842  (21.1%) 1,622  (1.3%) 63,186  (51.5%) 122,575  (100.0%)

平成29年度 33,223  (24.8%) 26,821  (20.0%) 1,537  (1.1%) 72,197  (54.0%) 133,778  (100.0%)

平成30年度 40,238  (25.2%) 29,479  (18.4%) 1,730  (1.1%) 88,391  (55.3%) 159,838  (100.0%)

令和元年度 49,240  (25.4%) 33,345  (17.2%) 2,077  (1.1%) 109,118  (56.3%) 193,780  (100.0%)

令和2年度 50,035  (24.4%) 31,430  (15.3%) 2,245  (1.1%) 121,334  (59.2%) 205,044  (100.0%)

令和3年度 49,241  (23.7%) 31,448  (15.1%) 2,247  (1.1%) 124,724  (60.1%) 207,660  (100.0%)

令和4年度 49,464  (23.0%) 34,872  (16.2%) 2,393  (1.1%) 128,114  (59.6%) 214,843  (100.0%)

51,623  (22.9%) 36,465  (16.2%) 2,473  (1.1%) 134,948  (59.8%) 225,509  (100.0%)

(+10,666)
令和5年度

(+2,159) (+1,593) (+80) (+6,834)

○ 心理的虐待の割合が最も多く、次いで身体的虐待の割合が多い。

※ 割合は四捨五入のため、100％にならない場合がある。

児童相談所における児童虐待相談対応件数の虐待種別件数の推移
（令和７年３月現在）

7



（注）要保護児童数は、里親・ファミリーホームの委託児童数、乳児院・児童養護施設・児童心理治療施設・児童自立支援施設・母子生活支援施設・自立援助ホームの入所児童数の合計（ファミリーホームは平成
21年度以降、自立援助ホームは平成15年度以降の数）

（出典）
・里親、ファミリーホーム、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、母子生活支援施設は、福祉行政報告例（各年度3月末現在）
・児童自立支援施設は、平成20年度までは社会福祉施設等調査、平成21年度以降は家庭福祉課調べ（各年度10月1日現在）
・自立援助ホームは、家庭福祉課調べ（平成19年度、平成20年度は全国自立援助ホーム連絡協議会調べ）

○要保護児童数（全体）の推移

43,498 
44,438 

45,567 45,599 45,717 46,152 46,435 46,673 

45,236 

46,463 
45,826 45,681 45,549 45,578 45,721 

44,354 44,258 
43,650 

42,434 
41,773 41,507 41,436 

28,988 29,144 
29,828 29,850 29,870 30,176 30,451 30,594 

28,728 28,803 
28,233 

27,465 27,041 26,587 26,449 
25,282 24,908 24,539 

23,631 
23,008 22,578 22,162 

2,517 

2,811 3,022 

3,293 
3,424 

3,633 

3,870 3,836 
3,876 4,295 

4,578 4,636 
4,731 

4,973 5,190 5,424 5,556 5,832 6,019 6,080 6,217 6,406 

2,689 

2,746 2,942 

3,008 3,007 2,996 2,995 2,968 2,943 2,890 2,924 2,948 2,876 2,882 

2,801 2,706 2,678 2,760 2,472 2,351 2,306 2,316 

219 497 
671 829 993 1,172 1,261 1,356 

1,434 1,548 1,660 1,688 1,718 1,751 1,810 
0
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10,000
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20,000
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45,000

50,000
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要保護児童全体

児童養護施設

里親

乳児院

ファミリーホーム
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77.7%

56.8%

65.2%

50.5%

73.0%

83.5%

71.7%

46.0%

14.7%

35.4%

29.4%

47.9%

23.1%

14.5%

25.0%

49.5%

7.1%

7.5%

4.5%

1.2%

3.7%

1.5%

3.0%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし 不明

○ 全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数は、
児童虐待防止法施行前の平成１１年度に比べ、令和５年度には
約１９倍に増加。

○虐待を受けたこどもの状況

児童虐待の増加等に伴い、児童虐待防止対策の一層の強化とともに、虐待を受けたこどもなどへの
対応として、社会的養護の量・質ともに拡充が求められている。

児童養護施設入所児童等調査結果（令和５年２月１日）

（件数）

福祉行政報告例（令和７年３月現在）

被虐待体験あり なし 不明・不詳

里親

児童養護
施設

児童心理
治療施設

児童自立
支援施設

乳児院

母子生活
支援施設

ファミリー
ホーム

自立援助
ホーム1,372
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※平成22年度の件数は、
福島県を除いた数
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○ 里親に委託されているこどものうち約５割、乳児院に入
所しているこどものうち約５割、児童養護施設に入所して
いるこどものうち約７割は、虐待を受けている。



○障害等のあるこどもの増加

社会的養護を必要とするこどもにおいては、全体的に障害等のあるこどもが増加しており、里親においては
２９．６％、児童養護施設においては４２.８％が、障害等ありとなっている。

（※）「総数」は、社会的養護を必要とする必要な児童数。「該当あり」は、障害等のある児童数。
（※）「注意欠陥多動性障害（ADHD）」については、平成15年より、「広汎性発達障害」および「学習障害（LD）」については、平成20年より、「外傷性
ストレス障害（ＰＴＳＤ）」および「反応性愛着障害」 については、平成25年より、「重度心身障害」、「視覚障害」、「聴覚障害」、「チック」、
「吃音症」、「発達性協調運動障害」、「高次脳機能障害」、「ＬＧＢＴ」については、平成30年より調査。それまではその他の心身障害へ含まれていた
可能性がある。 （出典）児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

○社会的養護を必要とするこどものうち、障害等のあるこどもの割合

○障害等のある児童数（里親・児童養護施設・乳児院・児童心理治療施設・児童自立支援施設・母子生活支援施設・ファミリーホーム・自立援助ホームの総数）
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41,182 17,061 642 174 49 221 144 300 5,010 410 979 2,498 5,462 738 5,341 436 241 212 32 2,972 136

100.0% 41.4% 1.6% 0.4% 0.1% 0.5% 0.3% 0.7% 12.2% 1.0% 2.4% 6.1% 13.3% 1.8% 13.0% 1.1% 0.6% 0.5% 0.1% 7.2% 0.3%

45,682 16,517 916 215 47 252 148 391 5,248 482 604 2,515 3,988 776 4,342 466 254 211 44 2,720 52

100.0% 36.2% 2.0% 0.5% 0.1% 0.6% 0.3% 0.9% 11.5% 1.1% 1.3% 5.5% 8.7% 1.7% 9.5% 1.0% 0.6% 0.5% 0.1% 6.0% 0.1%

47,777 13,554 1,358 251 386 505 5,043 564 428 1,453 2,244 551 2,764 2,122

100.0% 28.4% 2.8% 0.5% 0.8% 1.1% 10.6% 1.2% 0.9% 3.0% 4.7% 1.2% 5.8% 4.4%

48,154 11,655 1,771 300 417 618 3,940 586 1,249 526 1,374 3,904

100.0% 24.2% 3.7% 0.6% 0.9% 1.3% 8.2% 1.2% 2.6% 1.1% 2.9% 8.1%

45,407 9,181 1,731 274 365 636 3,147 591 816 3,834

100.0% 20.2% 3.8% 0.6% 0.8% 1.4% 6.9% 1.3% 1.8% 8.4%

その他の障
害等

LGBT身体虚弱 肢体不自由 言語障害 知的障害 てんかん
学習障害
（LD）

広汎性発達
障害（自閉症
スペクトラ

ム）

チック 吃音症
発達性強調
運動障害

高次脳機能
障害

H25

H20

H15

外傷後ストレ
ス障害
（PTSD）

反応性愛着
障害

注意欠陥多
動性障害
（ADHD）

R5

重度心身障
害

視聴覚障害 視覚障害

 

総数 該当あり

心身の状況（複数回答）

H30

聴覚障害



３．里親制度・各施設等の概要
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種類 総数 養育里親 養子縁組里親 親族里親
うち専門里親

対象児童

要保護児童 次に挙げる要保護児童のうち、
都道府県知事がその養育に関し
特に支援が必要と認めたもの

①児童虐待等の行為により心身
に有害な影響を受けた児童

②非行等の問題を有する児童

③身体障害、知的障害又は精神
障害がある児童

要保護児童 次の要件に該当する要保護児童

①当該親族里親に扶養義務のある児童

②児童の両親その他当該児童を現に監
護する者が死亡、行方不明、拘禁、
入院等の状態となったことにより、
これらの者により、養育が期待でき
ないこと

登録里親数 17,381世帯 14,724世帯 712世帯 7,364世帯 632世帯

委託里親数 5,181世帯 4,180世帯 170世帯 326世帯 580世帯

委託児童数 6,406人 5,027人 208人 353人 818人

里 親 制 度 の 概 要
○里親制度は、児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童（保護者のない児童又は保護者に監護させるこ
とが不適当であると認められる児童）の養育を委託する制度であり、その推進を図るため、
・平成14年度に親族里親、専門里親を創設
・平成20年の児童福祉法改正で、「養育里親」と「養子縁組を希望する里親」とを制度上区分
・平成21年度から、養育里親と専門里親について、研修を義務化
・平成29年度から、里親の新規開拓から委託児童の自立支援までの一貫した里親支援を都道府県（児童相談所）の
業務として位置付けるとともに、養子縁組里親を法定化し、研修を義務化

○里親が同時に養育する委託児童及び当該委託児童以外の児童の人数の合計は６人まで（委託児童については４人まで）
なお専門里親については委託児童２人まで
※里親が行う養育に関する最低基準第17条第１項及び第２項

里親に支給される
手当等 一般生活費（食費、被服費等。1人当たり月額）乳児 64,120円、 乳児以外 55,530円

その他（幼稚園費、教育費、入進学支度金、就職支度費、大学進学等支度費、医療費、通院費等）

※令和２年度から２人目以降の手当額を増額

里親手当 養育里親 90,000円（2人目以降：90,000円）
（月額） 専門里親  141,000円（2人目：   141,000円）

12

※里親数・児童数は福祉行政報告例
（令和6年3月末現在）
※なお、総数については各里親類型
間に重複があるため一致しない

※令和６年度単価



小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の概要 

１．事業内容
小規模住居型児童養育事業は、養育者の家庭に児童を迎え入れて養育を行う家庭養護の一環として、要保護児童

（保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）に対し、この事業を行う住居
において、児童間の相互作用を活かしつつ、児童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立するとともに、豊か
な人間性及び社会性を養い、児童の自立を支援する。

２．法律上の根拠
児童福祉法第６条の３第８項

３．実施主体
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

４．運営主体（事業者）
都道府県知事等が適当と認めた者

５．職員配置について
養育者２名（配偶者）＋補助者１名、又は養育者１名＋補助者２名
個別対応職員１名（加算職員。ただし、個別の対応が必要であると都道府県知事等が認めたこどもがいる場合に
限る。）
※ 養育者は、小規模住居型児童養育事業を行う住居に生活の本拠を置く者に限る。

６．ホームへの入居
児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童の養育を委託

７．補助根拠
児童福祉法第５３条

８．補助率
１／２（国１／２、都道府県･指定都市・児童相談所設置市１／２）

９．ホーム数、委託児童数
ホーム数：４８７か所、委託児童数：１，８１０人 ※福祉行政報告例（令和6年3月末現在）
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１．目的

乳児院は、乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理由により特に必要のある場合には、幼児を

含む。）を入院させて、これを養育し、あわせて退院した者について相談その他の援助を行うことを目的とする

施設。（児童福祉法第37条）

２．実施主体について

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について

寝室（乳幼児1人2.47㎡以上）、観察室（乳児1人1.65㎡以上）、診察室、病室、ほふく室、相談室、調理室、

浴室、便所

４．施設数、定員、現員数

乳 児 院 の 概 要

施設数 定員 現員数

147か所 3,753人 2,316人

（出典）福祉行政報告例（令和6年3月末現在）

＜対象児の具体例＞ ・父母が死亡、行方不明となっている乳児
・父母が養育を放棄している乳児
・父母の疾病等により父母による養育が困難な乳児

※ 乳幼児が10人以上いる場合の基準。10人未満の場合は別途規定

14



５．職員配置について

６．主な職員の配置状況

15

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

医師又は嘱託医 必置 １人

看護師
保育士
児童指導員

（乳幼児10人以上の場合）
０～１歳児 1.6人につき１人
２歳児 2.0人につき１人
幼児（３歳以上） 4.0人につき１人

（乳幼児10人未満の場合）
７人（ただし、看護師は７人のうち１人以上）

（乳幼児10人以上の場合）
０～１歳児 1.3～1.6人につき１人
２歳児 2.0人につき１人
幼児（３歳以上） 3.0～4.0人につき１人
※高機能化された生活単位 乳幼児0.8人つき１人

（乳幼児10人未満の場合）
７人（ただし、看護師は７人のうち１人以上）

個別対応職員 必置 １人

心理療法担当職員 必置（ただし心理療法を行う必要がある児童が10人以上
いる場合に限る）

１～２人

家庭支援専門相談員 必置 １～３人

里親支援専門相談員 － １～２人

栄養士 必置 １人

調理員 必置（ただし調理業務の全部を外部委託する場合、配置
しないことが可能）

乳幼児10人未満の施設の場合１人
乳幼児10人以上30人未満の施設の場合４人（30人定員以
降、定員が10人増加するたびに１人加配）

事務職員 － １人

配置施設数
（施設数：１４７施設）

配置人数

心理療法担当職員
１０９施設

（７４．１％）
１６４人

里親支援専門相談員
１２７施設

（８６．４％）
１５０人

家庭支援専門相談員
１４７施設
（１００％）

２１２人

（※）家庭福祉課調べ（令和６年10月1日現在） なお、家庭支援専門相談員のうち、５５施設６５人は加配職員



１．目的

児童養護施設は、保護者のない児童（乳児を除く。ただし、安定した生活環境の確保その他の理由により特に

必要のある場合には、乳児を含む。）、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所させて、これを

養護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行うことを目的とする施設。（児童福祉法

第41条）

２．実施主体について

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について

児童の居室（1室の定員4人以下、1人4.95㎡以上、乳幼児のみは定員6人以下、1人3.3㎡以上、年齢に応じて男女

別とする）、相談室、調理室、浴室、便所（男女別、少数の児童の場合を除く）、医務室及び静養室（児童30人以

上の場合）、職業指導に必要な設備（年齢、適性等に応じて設置）

４．施設数、定員、現員数

児 童 養 護 施 設 の 概 要

（出典）福祉行政報告例（令和6年3月末現在）

＜対象児の具体例＞ ・父母が死亡、行方不明となっている児童
・父母等から虐待を受けている児童
・父母が養育を放棄している児童

施設数 定員 現員数

607か所 28,966人 22,162人
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５．職員配置について

６．主な職員の配置状況

17

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

児童指導員
保育士

（本体施設）
０～１歳児  1.6人につき１人
２歳児  2.0人につき１人
幼児（３歳以上）    4.0人につき１人
児童（小学生以上）  5.5人につき１人

（地域小規模児童養護施設等）
－

（本体施設）
０～１歳児       1.3～1.6人につき１人
２歳児     2.0人につき１人
幼児（３歳以上）     3.0～4.0人につき１人
児童（小学生以上）  4.0～5.5人につき１人
※高機能化された生活単位 児童１人につき１人

（地域小規模児童養護施設等）
４～６人

個別対応職員 必置 １人

心理療法担当職員 必置（ただし心理療法を行う必要がある児童が10人以上
いる場合に限る）

１～２人

家庭支援専門相談員 必置 １～３人

里親支援専門相談員 － １～２人

自立支援担当職員 － １人

職業指導員 必置（ただし実習設備を設けて職業指導を行う場合に限
る）

１人

栄養士 必置（ただし40人以下の施設の場合、配置しないことが
可能）

１人

調理員 必置（ただし調理業務の全部を外部委託する場合、配置
しないことが可能）

児童90人未満の施設の場合４人（90人定員以降、定員が
30人増加するたびに１人加配）

看護師 ０～１歳児1.6人につき１人（ただし１人を下ることはで
きない）

同左

配置施設数（施設数：６０６施設） 配置人数

心理療法担当職員 ５３５施設（８８．３％） ９０８人

里親支援専門相談員 ４２４施設（７０．０％） ４４５人

家庭支援専門相談員 ６０６施設（１００．０％） １,０２０人

（※）家庭福祉課調べ（令和６年10月1日現在） なお、家庭支援専門相談員のうち、３５８施設４１４人は加配職員



（参考）児童養護施設の形態例
大 舎 制 の 例 小規模グループケアの例

児童居室
（個室）

児童居室
（個室）

児童居室
（２人部
屋）

児童居室
（個室）

風 呂

リ ビ ン グ

兼 食 堂

キッチン

職員
宿直室

児童居室
（４人部屋）

相談室

男子トイレ

児童居室
（４人部屋）

児童居室
（４人部屋）

児童居室
（４人部屋）

洗面所

脱衣場

ホール
兼食堂

・児童数６名

・原則個室、低年齢児は２人部屋など

・炊事は個々のユニットのキッチンで職員が行い、
児童も参加できる。

・児童数２０名以上

・原則相部屋、高年齢児は個室の場合もある。

・厨房で一括調理して、大食堂へ集合して食べる。

浴 室

児童居室
（個室）

洗濯機児童居室
（４人部屋）

児童居室
（４人部屋）

児童居室（個室）

児童居室（個室）

洗濯場

女子トイレ
トイレ

洗面所

児童居室（個室）

宿直室 児童居室（個室）

18

※「大舎」：１養育単位当たり定員数が20人以上
「中舎」：同13～19人
「小舎」：同12人以下
「小規模グループケア」：６名（令和６年度末までは８名とな

る場合がある）



１．目的

児童心理治療施設は、家庭環境、学校における交友関係その他の環境上の理由により社会生活への適応が困難と
なった児童を、短期間入所させ、又は保護者の下から通わせて、社会生活に適応するために必要な心理に関する
治療及び生活指導を主として行い、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設。
（児童福祉法第43条の２） ※平成28年の児童福祉法改正により「情緒障害児短期治療施設」から名称変更

＜対象児の具体例＞ ・場面緘黙、チック、不登校、集団不適応、多動性障害や広汎性発達障害など

＜保護者を含めたケア＞ ・虐待を受けた児童、保護者及び家族全体を対象とした心理療法である家族療法を実施

２．実施主体について
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について
児童の居室（1室の定員4人以下、1人4.95㎡以上、男女別とする）、医務室、静養室、遊戯室、観察室、

心理検査室、相談室、工作室、調理室、浴室、便所 （男女別、少数の児童の場合を除く。）

４．施設数、定員、現員数

５．職員配置について

児童心理治療施設の概要

施設数 定員 現員数

53か所 2,007人 1,287人

※ 家族療法事業とは、親子相談室、心理治療室、宿泊治療室等の設備を設け、児童とその家族に対し、面接治療、
宿泊治療、親子レクリエーション、家族訪問治療等を行うもの。
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（出典）福祉行政報告例（令和6年3月末現在）

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

医師 必置 １人

心理療法担当職員 必置（児童10人につき１人） 児童７～10人につき１人

看護師 必置 １人

児童指導員、保育士 必置（児童4.5人につき１人） 児童３～4.5人につき１人

家庭支援専門相談員 必置 １～２人



６．主な職員の配置状況
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配置施設数（施設数：５３施設） 配置人数

心理療法担当職員 ５３施設（１００％） ３０２人

家庭支援専門相談員 ５３施設（１００％） ７７人

（※）家庭福祉課調べ（令和６年10月1日現在） なお、家庭支援専門相談員のうち、２０施設２４人は加配職員



１．目的

児童自立支援施設は、不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生
活指導等を要する児童を入所させ、又は保護者の下から通わせて、個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い、
その自立を支援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設。（児童福祉法第44条）

＜対象児の具体例＞
・窃盗を行った児童、浮浪・家出等の問題のある児童、性非行を行った児童

２．実施主体について
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．設備について
・学科指導に関する設備は、学校教育法を準用
・児童養護施設の設備の規定を準用（乳幼児の居室に関する規定は除く。男女の居室は別。）

４．施設数、定員、現員数

５．職員配置について

児童自立支援施設の概要

（※）家庭福祉課調べ（令和６年10月１日現在）

施設数 定員 現員数

58か所 3,333人 1,130人
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主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

児童自立支援専門員
児童生活支援員

必置（児童4.5人につき１人） 児童３～4.5人につき１人

個別対応職員 必置 １人

家庭支援専門相談員 必置 １～２人

心理療法担当職員
必置（ただし、心理療法を行う必要がある児童が10人以上
いる場合又は定員10人につき心理療法担当職員を１人配置
する場合に限る）

１～２人又は児童10人につき１人

職業指導員 必置（ただし実習設備を設けて職業指導を行う場合に限る） １人

自立支援担当職員 － １人
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６．主な職員の配置状況

配置施設数（施設数：５８施設） 配置人数

心理療法担当職員 ５０施設（８６．２％） ９２人

家庭支援専門相談員 ５８施設（１００％） ６２人

（※）家庭福祉課調べ（令和６年10月1日現在） なお、家庭支援専門相談員のうち、３施設４人は加配職員



１．目的
母子生活支援施設は、配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させ
て、これらの者を保護するとともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者に
ついて相談その他の援助を行うことを目的とする施設。（児童福祉法第38条）

 ＜対象者の具体例＞
 ・経済的に困窮している女子、配偶者からの暴力を受けている女子

２．実施主体について
都道府県、指定都市、中核市、市及び福祉事務所設置町村

３．設備について
母子室（調理設備、浴室、便所、1世帯1室以上、30㎡以上）、集会、学習等を行う室、相談室、保育所に準ずる

設備（付近の保育所等が利用できない場合）、静養室（乳幼児30人未満）、医務室及び静養室（乳幼児30人以上）

４．施設数、定員、入所者数

５．職員配置について

母子生活支援施設の概要

施設数 定員 入所世帯 入所児童数

205か所 4,241世帯 3,212世帯 5,291人
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（出典）福祉行政報告例（令和6年3月末現在）

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

施設長 必置 １人

母子支援員 必置

10世帯未満 １人
10～19世帯 ２人
20世帯以上 ３人
※40世帯以上の場合 １人加算（非常勤）

保育士 必置（ただし、保育所に準ずる設備が
ある場合に限る）

１乳幼児30人につき１人（ただし１人を下ることはできない）
※保育機能強化加算 １人加算

少年指導員兼事務員 必置

10世帯以上 １～２人
20世帯以上 ２～３人
30世帯以上 ２～４人
※40世帯以上の場合 １人加算（非常勤）

心理療法担当職員 必置（ただし、心理療法を行う必要が
ある母子が10人以上いる場合に限る） １～２人

個別対応職員 必置（ただし、DV等により個別支援を
必要とする母子がいる場合に限る）

１人



１．目的

次に掲げる者に対しこれらの者が共同生活を営むべき住居その他内閣府令で定める場所における相談その他の
日常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支援（以下「児童自立生活援助」という。）を行い、あわせて児童
自立生活援助の実施を解除された者に対し相談その他の援助を行う事業。（児童福祉法第６条の３第１項）

・ 義務教育を終了した児童又は児童以外の満20歳に満たない者であって、措置解除者等（第27条第１項第３号に規定する措置（政令
で定めるものに限る。）を解除された者その他政令で定める者をいう。以下同じ。）であるもの

・ 満20歳以上の措置解除者等であって内閣府令で定めるもののうち、学校教育法第50条に規定する高等学校の生徒であること、同法
第83条に規定する大学の学生であることその他の内閣府定で定めるやむを得ない事情により児童自立生活援助の実施が必要であると
都道府県知事が認めたもの

２．実施主体

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．実施場所

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型

法第６条の３第１項に規定する共同生活を営むべき住居（自立援助ホーム）

（２）児童自立生活援助事業所Ⅱ型

母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設

（３）児童自立生活援助事業所Ⅲ型

小規模住居型児童養育事業を行う住居（ファミリーホーム）、里親の居宅

４．設備

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型、Ⅱ型

・入居者の居室（一室の定員はおおむね２人以下、一人につき4.95㎡以上、男女別）

・入居者が日常生活を営む上で必要な設備

・食堂等入居者が相互に交流を図ることができる設備

（２）児童自立生活援助事業所Ⅲ型

・なし

児童自立生活援助事業の概要 
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５．入居定員

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型 ５人以上20人以下

（２）児童自立生活援助事業所Ⅱ型 ５人以下

（３）児童自立生活援助事業所Ⅲ型 ファミリーホームの場合：６人以下（委託児童を含む。）

里親の場合：４人以下（委託児童を含む。）

６．事業所数、定員、現員数

７．職員配置について
（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型の場合

管理者（指導員を兼ねることができる。以下同じ。）、指導員、自立支援担当職員（加算職員）、

個別対応職員（加算職員。ただし、個別の対応が必要であると都道府県知事等が認めたこどもがいる

場合に限る。）

（２）児童自立生活援助事業所Ⅱ型の場合

管理者、指導員

 （３）児童自立生活援助事業所Ⅲ型の場合

なし

施設種別 事業所数 定員 現員数

Ⅰ型 369か所 2,345人 1,465人

Ⅱ型 58か所 132人 93人

Ⅲ型 204か所 766人 224人

（※１）家庭福祉課調べ（令和６年10月１日現在）
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入居定員 ６人まで ７～９人 10～12人 13～15人 16～18人 19～20人

指導員数（補助員を含む） ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上 ８以上

必置指導員数 ２以上 ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上

【指導員の配置（単位：人）】

入居定員 ２人まで ３～４人 ５人

指導員数（補助員を含む） １以上 ２以上 ３以上

必置指導員数 １以上 ２以上 ２以上

【指導員の配置（単位：人）】



１．目的

児童家庭支援センターは、地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童に関する家庭その他からの相談のう
ち、専門的な知識及び技術を必要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求めに応じ、技術的助言
その他必要な援助を行うほか、児童相談所からの委託を受けて保護者等への指導を行い、あわせて児童相談所、児童
福祉施設等との連絡調整等を総合的に行うことを目的とする施設（児童福祉法第44条の２第１項）

※平成９年の児童福祉法改正で制度化（平成10年４月１日施行）

２．設置・運営主体

都道府県、指定都市、児童相談所設置市、社会福祉法人等

３．事業内容
・ 虐待や非行等、こどもの福祉に関する問題につき、こども、ひとり親家庭その他からの相談に応じ、必要な助言
を行う。

・ 児童相談所からの委託を受けて、施設入所までは要しないが要保護性があり、継続的な指導が必要なこども及び
その家庭についての指導を行う。

・ こどもや家庭に対する支援を迅速かつ的確に行うため、児童相談所、児童福祉施設、学校等関係機関との連絡調
整を行う。

４．職員配置について
児童家庭支援センターの運営管理責任者を定めるとともに、次の職種の職員を配置するものとする。

・相談・支援を担当する職員（２名）

・心理療法等を担当する職員（１名）

５．施設数

児童家庭支援センターの概要 

※（出典）社会福祉施設等調査報告（10月１日現在）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

か所数 １０３ １０８ １１４ １２１ １３０ １４４ １５４ １６４ １７６
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１．目的

里親支援センターは、里親支援事業を行うほか、里親及び小規模住居型児童養育事業（以下「ファミリーホーム」
という。）に従事する者（以下「里親等」という。）、その養育される児童（以下「里子等」という。）並びに里親
になろうとする者について相談その他の援助を行い、家庭養育を推進するとともに、里子等が心身ともに健やかに育
成されるよう、その最善の利益を実現することを目的とする施設。

※令和４年の児童福祉法改正で制度化（令和６年４月１日施行）

２．設置・運営主体

都道府県、指定都市、児童相談所設置市、社会福祉法人等

３．設備について

事務室、里親等及び里子等並びに里親になろうとする者が訪問できる相談室等、

その他、事業を実施するために必要な設備

４．職員配置について

里親支援センターの概要 
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主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

センター長 必置 １人

里親制度等普及促進担当者
（里親リクルーター） 必置 １人

里親等支援員 必置 登録里親家庭が61世帯から20世帯増える毎に、
１人ずつ加配

里親研修等担当者
（里親トレーナー） 必置 １人



７．施設の小規模かつ地域分散化、
高機能化及び多機能化・機能転換の推進
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乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化の進め方＜概要＞（2018年７月６日）

・ 乳児院や児童養護施設については、家庭養育優先原則を進める中においても、施設での養育を必要とする子どもの養育に関
し、「できる限り良好な家庭的環境」において、高機能化された養育や保護者等への支援を行うとともに、里親や在宅家庭への
支援等を行うことなど、施設の多機能化・機能転換を図ることにより、更に専門性を高めていくことが期待されている。

・ この「進め方」は、平成30年度予算において可能である措置費等の活用方法、職員配置、運営方法などについてとりまとめ、
円滑に取組を進められるよう、施設及び自治体関係者向けのマニュアル、参考資料として提供。

・ 取組を更に進めていくためには、必要な財政支援の在り方が課題。厚生労働省は、これらの課題への対応について、2019年度
以降の予算において、安定的な財源の確保に向けて、引き続き最大限努力し、それらを踏まえて、本書も逐次改正。

はじめに：高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けて目指すべき方向性

・ 改正児童福祉法に基づく家庭養育優先原則の下では、施設の役割・機能を縮小させるものではなく、これまで以上に専門的で
幅広くしていくことが求められる。

・ 具体的には、乳児院・児童養護施設においては、地域におけるニーズや資源の状況、自らの「強み」・「弱み」も踏まえつ
つ、以下の具体的な姿を念頭に、施設長等のリーダーシップの下、施設職員とともに、「地域の社会的養育を支える専門的な拠
点」となるよう、自らの施設を変革していくことを目指していくべき。

・ 家庭での養育が困難な子ども及び年長で今までの経緯より家庭的な生活をすることに拒否的になっている子どもに対して、
早期の家庭復帰や里親委託等に向けた専門的な支援や自立支援を含め、更に専門性の高い施設養育を行うこと。

・ そのための専門性のある職員の配置及び小規模かつ地域分散化を推進すること。

・ 更に専門性を高めた上で、地域における家庭養育の支援を行うこと。

・ 具体的には、地域の実情等に応じ、以下に取り組むこと。
①一時保護委託の受入体制の整備
②養子縁組支援やフォスタリング機関（里親養育包括支援機関）の受託をはじめとする里親支援機能の強化
③市区町村と連携した在宅支援や特定妊婦の支援強化

第Ⅰ 高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けて目指すべき方向性

施設養育の高機能化の方向性

多機能化・機能転換の方向性

・ 高機能化及び多機能化・機能転換に向けた以下の取組を進める上で、現在、活用可能な予算制度の要件や補助額等を紹介。
１．職員配置・専門職の配置の充実、小規模かつ地域分散化による養育機能の高機能化
２．在宅支援機能や里親支援機能をはじめとする多機能化・機能転換

第Ⅱ 取組を進める上で活用可能な予算制度
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１．各施設が策定している小規模化・地域分散化に向けた計画を小規模かつ地域分散化に向けて見直し。

２．今後計画される施設の新築や改築、増築の際には、小規模かつ地域分散化された施設の設置を優先。

３．小規模かつ地域分散化等を進める過程で、人材育成の観点から、本体施設から順次分散化施設を独立させていく場合や、過渡
的に本体施設のユニット化を経て独立させていく場合にも、概ね10年程度で地域分散化及び多機能化・機能転換を図る計画を、
人材育成も含めて策定するよう求める。過渡的にユニット化する場合でも、

・ 同一敷地内での戸建て住宅型又はグループごとに独立した玄関のある合築型の施設内ユニットとするなど、生活単位を独立
させるとともに

・ 地域社会との良好な関係性の構築を十分に行う
といった工夫を行うよう求める。

４．既存の施設内ユニット型施設についても同様に、概ね10年程度で地域分散化等を図る計画の策定を求める。その際、既存ユ
ニットは、多機能化・機能転換に向けて積極的に活用を進めていく。

※小規模かつ地域分散化の例外
・ ケアニーズが非常に高い子どもに専門的なケアを行うため、心理職や医師、看護師などの専門職の即時の対応が必要な場合

には、生活単位が集合する場合もあり得る。

・ このような場合においても、十分なケアが可能になるように、できるだけ少人数（将来的には４人程度まで）の生活単位と
し、その集合する生活単位の数も大きくならない（概ね４単位程度まで）ことが求められている。そのため、厚生労働省とし
ては、2019年度以降の予算において、引き続き検討し、安定的な財源の確保に向けて、最大限努力。

第Ⅲ 改正児童福祉法や高機能化及び多機能化・機能転換を踏まえた小規模かつ地域分散化の更なる推進

・ 高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化を通じて「地域の社会的養育を支える専門的な拠点」への変革を進
めるうえでは、それを担う職員の人材育成や確保が必要不可欠。人材育成に向けて、現在、活用可能な予算制度等を紹介。

・ 厚生労働省においては、職員の人材育成に向けて、職員向けの研修プログラムの開発や指導者養成研修の実施等に取り組んで
いくこととしており、都道府県等においても、人材育成の機会の確保に努める。

第Ⅳ 高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けた職員の人材育成

・ 都道府県等においては、各施設の高機能化及び多機能化・機能転換に向けた計画や、小規模かつ地域分散化を進める計画の見
直しの検討状況・課題等について随時ヒアリングを行うことにより、個々の実情を把握し、関係者との間で綿密な協議を重ねな
がら、適宜適切な助言や支援を行い、各施設において具体的かつ実現可能な計画が策定されるよう配慮。

第Ⅴ 計画的な推進に向けて
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○ 職員が１人で多様な役割をこなすため、職員の
力量が問われる。新人の育成が難しい。

○ ホーム内のできごとが周囲に伝わりにくく、閉
鎖的あるいは独善的なかかわりになる危険性があ
る。

○ 人間関係が濃密となり、子どもと深くかかわれ
る分、やりがいもあるが、職員の心労も多い。

○ 小規模化の当初は、集団内で押さえられていた
子どもの感情が表に出やすくなり、衝突も増える。

○ 大きな課題を持つ子どもがある場合、少人数の
職員で対応しづらく、子ども集団への影響が多い。

○ 家庭的養護のため、職員に調理や家事の力が求
められる。

○ 従来の配置方法では、宿直回数が多くなりがち
で、勤務時間が長くなりがち。

○小規模化を推進する上での課題と取り組み

小規模化を進める上での課題

○ 職員が課題を１人で抱え込まない組織運営を行う。職
員が対応に困ったときに、定期的に相談できる場、すぐ
に相談できる人を決め、職員の不安を防ぐ。コミュニ
ケーション不足による孤立、不安を防ぐ。

○ 小規模グループケアやグループホームごとに、担当職
員の勤務時間を調整して全員が集まれる時間を作り、週
１回以上のホーム担当職員会議を行う。

○ １施設全体の職員会議を、月に１～２回行い、グルー
プホームを含め、できる限り多くの職員が参加できるよ
うにする。

○ スーパービジョンのシステムを確立し、職員の交流と
研修を十分行う。職員同士が議論して取組を作り上げて
いくことを支援し、職員のモチベーションを高めるスー
パーバイズを行う。

○ 施設長や基幹的職員も、時々グループホームに泊まっ
たり、食事を一緒にとる機会を設ける。心理職、栄養士
などもホームに積極的に入るなど、施設全体でホームを
サポートする体制をつくる。

○ 非常勤職員の配置を利用して、宿直支援や家事支援を
行う。

○ 施設全体でフリーの応援職員を確保し、職員の病気、
休暇、研修等や、緊急時の対応や、新人のサポートがで
きる体制を整備する。

小規模化を推進する取り組み例
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定員総数＊

敷地内 敷地外

大･中･小舎
小規模グループケア 地域小規模

児童養護施設本体施設内 別棟 分園型

児 童 養 護
施 設

28,462人
［100％］

11,555人
［40.6％］

9,255人
［32.5％］

1,899人
［6.7％］

2,084人
［7.3％］

3,669人
［12.9％］

乳 児 院
3,711人
［100％］

1,723人
［46.4％］

1,720人
［46.3％］

202人
［5.4％］

66人
［1.8％］

－

○小規模かつ地域分散化の状況（形態ごとの定員数）

入所児童
総数

敷地内 敷地外

大･中･小舎
小規模グループケア 地域小規模

児童養護施設本体施設内 別棟 分園型

児 童 養 護
施 設

22,342人
［100％］

7,592人
［34.0％］

7,943人
［35.6％］

1,635人
［7.3％］

1,859人
［8.3％］

3,313人
［14.8％］

乳 児 院
2,449人
［100％］

928人
［37.9％］

1,307人
［53.4％］

159人
［6.5％］

55人
［2.2％］

－

（参考）形態ごとの入所児童数

※令和６年１０月１日現在（家庭福祉課調べ） （施設数：児童養護施設６０６か所、乳児院１４７か所）
※構成割合は四捨五入のため、内容の合計が総数に合わない場合もある。



新しい社会的養育ビジョン
（「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」 平成29年８月２日とりまとめ公表）

平成28年児童福祉法改正により、子どもが権利の主体であること、実親による養育が困難であれば、里

親や特別養子縁組などで養育されるよう、家庭養育優先の理念等が規定された。この改正法の理念を具体

化するため、厚生労働大臣が参集し開催された有識者による検討会（※）で「新しい社会的養育ビジョン」

がとりまとめられた。

※「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」（座長： 国立成育医療研究センター奥山眞紀子こころの診療部長）

経 緯

①市区町村を中心とした支援体制の構築、②児童相談所の機能強化と一時保護改革、③代替養育におけ

る「家庭と同様の養育環境」原則に関して乳幼児から段階を追っての徹底、家庭養育が困難な子どもへの

施設養育の小規模化・地域分散化・高機能化、④永続的解決（パーマネンシー保障）の徹底、⑤代替養育

や集中的在宅ケアを受けた子どもの自立支援の徹底などをはじめとする改革項目について、速やかに平成

29年度から着手し、目標年限を目指し計画的に進める。

これらは子どもの権利保障のために最大限のスピードをもって実現する必要があり、その工程において、

子どもが不利益を被ることがないよう、十分な配慮を行う。

＜工程で示された目標年限の例＞
・ 遅くとも平成32年度までに全国で行われるフォスタリング機関事業の整備を確実に完了する。

・ 愛着形成に最も重要な時期である３歳未満については概ね５年以内に、それ以外の就学前の子どもについては概ね
７年以内に里親委託率75％以上を実現し、学童期以降は概ね10年以内を目途に里親委託率50％以上を実現する（平成
27年度末の里親委託率（全年齢）17.5％）。

・ 施設での滞在期間は、原則として乳幼児は数か月以内、学童期以降は１年以内。（特別なケアが必要な学童期以降
の子どもであっても３年以内を原則とする。）

・ 概ね５年以内に、現状の約２倍である年間1000人以上の特別養子縁組成立を目指し、その後も増加を図る。

ポイント

33



12．次期都道府県社会的養育推進計画
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次期都道府県社会的養育推進計画
の策定要領（概要）
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次期都道府県社会的養育推進計画策定要領について

計 画 期 間 ●令和６年度に今期の期末を迎えるに当たり、次期計画は令和７～11年度の５年を１期として策定。

項 目
●令和４年改正児童福祉法の内容等を踏まえ体系を見直すとともに、現行の11項目を13項目とする。
※「支援を必要とする妊産婦等の支援に向けた取組」「障害児入所施設における支援」を新設。

●家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づく支援の在り方を中心に据えた構成に。

計 画 記 載 事 項

●現行計画との継続性を踏まえつつ、適切にＰＤＣＡサイクルを運用する観点から、各項目ごとに、
「現行計画の達成見込み・要因分析の内容等」の記載を求める。

●「資源の必要量等の見込み」「現在の整備・取組状況等」「整備すべき見込量等」の記載を求める。
●さらに、「整備すべき見込量等」について、「整備・取組方針等」（指定するものについては定量的
な整備目標も設定）として具体的に記載することを求める。

評 価 の た め の
指 標

●現行の策定要領においては、評価のための指標は例示となっているところ、次期計画では、各項目ご
とに統一的な「評価のための指標」を設定する。

●各都道府県に、計画の進捗について、毎年度、当該指標等により自己点検・評価を求める。
●国は、各都道府県の取組の進捗について、毎年度調査を実施し、分析・評価して公表。

●国は、平成28年改正児童福祉法の理念のもと、「新しい社会的養育ビジョン」で掲げられた取組を通じて、こどもの最善の
利益を実現していくため、各都道府県に、都道府県社会的養育推進計画の策定を求めた。（平成30年７月）

●各都道府県が計画を策定するに当たって踏まえるべき基本的考え方や留意事項をまとめて策定要領として示したもの。
●各都道府県は、令和11年度を終期とし「令和２～６年度」「令和７～11年度」の各期に区分して計画を策定。

【見直しの背景】
●令和４年改正児童福祉法において、児童等に対する家庭及び養育環境の支援を強化し、児童の権利の擁護が図られた児童福
祉施策を推進するための改正が行われた。

●また、これに先立つ「令和３年度社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会」報告書（令和４年２月）においては、都
道府県社会的養育推進計画について、資源の計画的な整備方針のための計画とすべきこと等が指摘されているところ。

→これらを受けて既存の計画の見直しを行う必要がある。

＜主な見直しのポイント＞

＜現行策定要領＞
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１ .基本的考え方（計画記載事項）※現行策定要領からの変更等を中心に記載

(1)都道府県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像

・国・地方公共団体においては、家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づくケースマネジメントの徹底や積み重ねが必要。
・計画策定に当たっては、当事者であるこどもや市区町村の意見の反映、子ども・子育て支援事業計画等との整合性を図ることが必要。
・計画策定の際は、都道府県児童福祉審議会等の合議制の会議への意見聴取を行うこととし、計画の進捗についても、毎年度、評価のための
指標等により自己点検・評価を実施して、その結果を当該会議へ報告するなど、適切にＰＤＣＡサイクルを運用することが必要。

・計画は、数値目標を単に達成すればよいものではなく、こども一人一人に対して行われたソーシャルワークがこどもに還元されていること
が重要であることに留意することが必要。

(2)当事者であるこどもの権利擁護の取組（意見聴取・意見表明等支援等）

・令和４年改正児童福祉法においては、こどもの権利擁護に係る環境を整備することを都道府県の業務に位置づけるとともに、措置や一時保
護決定時等の意見聴取等措置、さらにはこどもの意見表明等支援事業の創設等、こどもの権利擁護に関する取組について拡充が図られたこ
とを踏まえ、都道府県においては、これらの内容を適切かつ積極的に推進するための具体的な取組を進めていくことが必要。

(3)市区町村のこども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の取組

・児童相談所は、家庭維持に向け適切に在宅指導措置を行うとともに、こどもの身近な場所において、継続的に寄り添った支援が適当と考え
られる事例については、市区町村に対して在宅指導措置の委託を行い、効果的にこどもや保護者に対する支援を実施することが必要。

・市区町村のこども家庭センターによる相談支援を通じて、支援が必要な家庭等に対して家庭支援事業などの支援メニューを提供し、虐待等
に至る前の予防的支援や、虐待等により親子関係の修復が必要な家庭に対する親子関係の再構築に向けた支援の効果的な実施が必要。

(4)支援を必要とする妊産婦等の支援に向けた取組

・支援を必要とする妊産婦等に対しては、家庭支援事業による支援のほか、妊産婦等生活援助事業により、支援の入口から妊産婦等との関係
を築きながら、ニーズに応じた多機能な支援を包括的に提供することが必要。

(5)各年度における代替養育を必要とするこども数の見込み

・現行計画の代替養育を必要とするこども数の見込みについて、近年の児童虐待相談対応件数の増加等を踏まえて時点修正することが必要。
その際、予防的支援による家庭維持の見込数、家庭復帰や親族養育等への移行、養子縁組の成立の見込数を踏まえて算出することが必要。

(6)一時保護改革に向けた取組

・安全確保やアセスメントなどを適切に行うという目的を達成した上で、こどもの家庭養育優先原則を踏まえ、まず家庭における養育環境と
同様の養育環境を検討する。その上で、安全確保が困難な場合等には、できる限り良好な家庭的環境において個別性が尊重されるべき。ま
た、こどもの年齢等に配慮しつつ、原則として個別対応を基本とすることが必要。こうした取組を進めるため、「一時保護ガイドライン」
を踏まえ、引き続き一時保護全般にわたる見直しや体制整備を図ることが必要。

・一時保護における家庭養育優先原則を踏まえた体制整備に取り組むととともに、国において策定する一時保護施設の設備及び運営に関する
基準を踏まえ、条例で基準を定め、必要な環境整備を行うことが必要。そのため、まずは委託一時保護が可能な里親・ファミリーホームの
確保・養成を行うとともに、一時保護専用施設等の確保など、一時保護の体制整備の充実に努めることが必要。
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１ .基本的考え方（計画記載事項）※現行策定要領からの変更等を中心に記載

(7)代替養育を必要とするこどものパーマネンシー保障に向けた取組

・家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念の徹底が必要。予防的支援により家庭維持のための最大限の努力を行うとともに、代替養育
が必要なこどもに対しては、里親等委託に対する実親の理解を醸成した上で、まずは里親、ファミリーホームの中から、こどもの意向等を
踏まえつつ、こどもにとって最良の養育先とする観点から代替養育先を検討。これらのいずれも代替養育先として適当でない困難な課題が
あるこどもは、小規模かつ地域分散化された施設等への入所措置を行うことが必要。

・その上で、これらの代替養育の開始の時点から、こどもを心身ともに安全かつ健全に養育できるよう家庭に対する支援を最大限に行って家
庭復帰を目指すとともに、それが困難な場合には、親族等による養育や特別養子縁組等を検討することが必要。

(8)里親・ファミリーホームへの委託の推進に向けた取組

・代替養育を必要とするこどもに対しては、一時保護時や何らかの障害のあるこどもも含め「家庭と同様の養育環境」である里親・ファミ
リーホームへの委託を原則として検討する必要があり、特に就学前の乳幼児期は養子縁組や里親・ファミリーホームへの委託を原則とする。

・国は令和11年度までに全ての都道府県において乳幼児の里親等委託率75％以上、学童期以降の里親等委託率50％以上を実現するための取組
を推進する。全ての都道府県において、乳幼児75％以上、学童期以降50％以上の里親等委託率となるよう数値目標と達成期限を設定する。

・児童福祉施設として新たに位置づけられた里親支援センターにおいて、里親のリクルートから里親等委託措置の解除後における支援に至る
までの一貫した里親等支援が効果的に実施されるよう、国において策定する実施要綱等を踏まえて、その設置を促進することが必要。

(9)施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組

・家庭では実施が困難な専門的ケアを要する、又は年長児で家庭養育に対する拒否感が強いなどという理由で施設養育が必要とされるこども
に対しては、地域小規模児童養護施設や分園型小規模グループケアで養育されるよう、必要な措置を講ずることが必要。

・児童家庭支援センター等の併設の検討や家庭支援事業の実施等、その専門性を多機能化・機能転換を図る中で発揮することが必要。

(10)社会的養護自立支援の推進に向けた取組

・令和４年改正児童福祉法により社会的養護経験者等に対し必要な援助を行うことが都道府県の業務とされたことなどから、児童自立生活援
助事業の年齢要件等の弾力化や社会的養護自立支援拠点事業の実施等、社会的養護経験者等の自立支援を推進していくことが必要。

(11)児童相談所の強化等に向けた取組

・児童相談所の設置を検討している中核市・特別区に対しては、その円滑な設置に向け、人材育成等の必要な支援を行うことが必要。
・児童相談所においては、「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に沿って、児童福祉司等の増員や弁護士の配置等による法的対応
体制の強化、職員への研修の実施等による専門性の向上のほか、こども家庭ソーシャルワーカー資格の取得促進を図ることが必要。

(12)障害児入所施設における支援

・障害児入所施設においても、被虐待児童が一定割合生活している。障害児入所施設においては、障害に対する正確な理解と障害特性に応じ
た環境の提供に加え、できる限り良好な家庭的環境の下で支援を行うことが必要。

次期計画策定上の留意事項

・各都道府県においては、令和６年度末までに令和７年度から令和11年度を計画期間とする新たな計画の策定を行うことが必要。
・こども家庭センターの整備等に向けた支援、里親支援センターによる里親支援体制の構築に向けた実施機関やその配置の調整等、施設の小
規模かつ地域分散化等に向けた計画策定のための調整・検討等、可能なものから順次速やかに取組を進めることが必要。 38



２ .項目ごとの策定要領※現行策定要領からの変更等を中心に記載

(1 )都道府県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像

事項 計画策定に当たっての留意事項

●計画策定時に市区町村の意見を反映
●各都道府県においては、子ども・子育て支援担当部局等との緊密な連携により、計画の内容について、子ど
も・子育て支援事業計画等との整合性を図ることが必要

●市区町村は、社会的養護の地域資源を子ども・子育て支援に活用するための連携が必要。この連携に当たっ
ては、推進計画に規定する都道府県の施策についても考慮することが必要

家庭養育優先原則と
パーマネンシー保障
の理念を踏まえた計
画策定

市区町村との連携体
制等

●里親・ファミリーホームや施設をはじめとした関係者の幅広い参画の下に行うこと
●当事者であるこども（社会的養護経験者を含む。）を計画策定委員会等の委員に複数名選任して意見聴取
●里親・ファミリーホームや施設等に在籍しているこどもに対してヒアリングやアンケートによる意見聴取
●意見聴取した内容の十分な反映。なお、意見聴取に当たっては、当事者であるこども（社会的養護経験者を
含む。）の置かれた状況等に十分に配慮し、意見を表明する上で利用しやすいよう工夫した手段を用意

計画策定等における
当事者であるこども
の意見の反映等

●パーマネンシー保障には、まず、家庭支援事業等を活用した予防的支援による家庭維持のための最大限の努
力を行うべき。そして、代替養育を必要とするこどもに対しては、まずは親族里親、養子縁組里親、養育里
親、専門里親、ファミリーホームの中から、こどもの意向や状況等を踏まえて代替養育先を検討する。これ
らのいずれも代替養育先として適当でない困難な課題があるこどもは、小規模かつ地域分散化された施設等
への入所措置を行うとともに、家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づくケースマネジメント
の徹底や積み重ねを継続していくことが必要

・各都道府県においては、このことを念頭に置いて、こどもの最善の利益を実現するため、現行計画を見直し
て新たな計画を策定することが必要

評価のための指標と
ＰＤＣＡサイクルの
運用

●計画策定に当たっては都道府県児童福祉審議会等への意見聴取
●毎年度、評価のための指標等により計画の進捗を自己点検・評価し、その結果を都道府県児童福祉審議会等
へ報告。自己点検・評価によって明らかになった課題等は、速やかに取組の見直し

●ＰＤＣＡサイクルの運用の際には、当事者であるこども（社会的養護経験者を含む。）の意見を反映
●国は、各都道府県の取組の進捗について、毎年度調査を実施し、分析・評価して公表

●現行計画の達成見込みや達成・未達成（見込）の要因分析等の内容等を記載
●資源等に関し、地域の現状（資源の必要量等の見込み、現在の整備・取組状況等、整備すべき見込量等）を
明らかにした上で、整備すべき見込量等について整備・取組方針等を具体的に記載

各項目に係る基本的
考え方
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２ .項目ごとの策定要領
(2 )当事者であるこどもの権利擁護の取組（意見聴取・意見表明等支援等）

事項

●児童福祉審議会にこどもの権利擁護に関する専門部会を設置する等、具体的に取組を進める
●こども自身に対しその権利や権利擁護の仕組みについて丁寧かつ分かりやすい周知啓発を図ることが不可欠
●社会的養護に関わる関係職員に対する研修の定期的実施
●社会的養護施策検討の際の、当事者であるこども（社会的養護経験者を含む。）の委員としての複数参画等

こどもへの意見聴取
等措置

こどもの権利擁護に
係る環境整備

●こども等への十分な説明、アクセシビリティへの十分な配慮、外部団体への委託等による実践環境の整備
●多様な属性・強みを持つ意見表明等支援員を養成・確保し、こどものニーズに対応できる体制整備に努める
●こどもの意見等をこどもの最善の利益を考慮して検討し、結論と理由をこどもに十分説明する環境整備

意見表明等支援事業

●措置をとる理由等を事前に丁寧に説明し、こどもが理解できたことを確認した上で措置等を実施
●聴取した意見・意向は、十分勘案した上でこどもの最善の利益を考慮して組織として支援の方法等を検討
●措置の決定等ののち速やかに決定内容と理由を丁寧かつ分かりやすく説明

計画策定に当たっての留意事項

●こども家庭福祉分野だけでなく、教育分野や関係機関との連携体制を構築

こども家庭センター
の普及、連携体制、
人材育成等

ヤングケアラーに対
する支援

●市区町村は、令和４年改正児童福祉法を踏まえ、こども家庭センターの設置に努めることが必要
●計画にはこども家庭センターの設置、支援体制の充実等に向けた都道府県の支援・取組を記載。とりわけ、
小規模市町村においても設置が促進されるよう支援策を記載すること

●こども家庭センターに関するガイドライン等を参考に、人材育成、関係機関との連携等の支援体制等を検討
●児童相談所は、家庭維持に向け適切に在宅指導を行うとともに、市区町村への送致のほか、適当と考えられ
る事例については、市区町村に在宅指導措置の委託を行い、市区町村との連携を図りながら支援を実施

●市区町村送致等の際の事前の十分な協議など、情報共有等が適切に行われるよう仕組みやルールを整備
●市区町村職員への研修を児童相談所職員と一緒に行うこと等により、お互いの専門性について理解を深める
●関係する市区町村職員に児童相談所援助方針会議への参加を促してアセスメントのポイントを共有すること
なども検討

２ .項目ごとの策定要領
(3 )市区町村のこども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の取組
①市区町村の相談支援体制の整備に向けた都道府県の支援・取組

事項 計画策定に当たっての留意事項
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事項

●様々な生活上の困難を抱える母子に対する支援を行うことができる施設として、市区町村に対して幅広く活
用を促すとともに、母子生活支援施設における人材育成の支援など体制整備についても検討

市区町村の家庭支援
事業等の整備・充実

母子生活支援施設の
体制整備・活用促進

●市区町村は十分な家庭支援事業の事業量を見込み、支援が必要なこども等を積極的に支援することが必要
●市区町村における、支援メニューの必要な事業量の見込みや確保状況とともに、その充実や利用促進等に向
けた取組状況を把握した上で、児童福祉施設等の社会資源の状況に関する情報提供等、必要な支援を検討

●子ども・子育て支援担当部局等と連携し、市区町村に対して計画の内容を踏まえた市町村子ども・子育て支
援事業計画の策定を促した上で、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の記載内容等を順次反映

●子ども・子育て支援担当部局等は市区町村の子ども・子育て支援担当部局等と連携
●市区町村が子育て短期支援事業の委託先として里親・ファミリーホーム及び児童家庭支援センターを積極的
に活用できるよう、里親・ファミリーホーム等の把握及び名簿の作成、提供などの支援を検討

計画策定に当たっての留意事項

児童家庭支援セン
ターの機能強化に向
けた都道府県の支
援・取組

●こども家庭センターに対する専門的な助言・援助の実施、里親支援センター等の一部機能を担うこと、家庭
支援事業の実施、在宅指導措置委託を積極的に受けることなどにより、地域支援を十分に行えるよう、機能
強化を図る

２ .項目ごとの策定要領
(3 )市区町村のこども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の取組
③児童家庭支援センターの機能強化及び設置促進に向けた取組

２ .項目ごとの策定
(3 )市区町村のこども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の取組
②市区町村の家庭支援事業等の整備に向けた都道府県の支援・取組

市区町村との連携体
制

●児童家庭支援センター及び市区町村との連携を密にし、児童家庭支援センターにおける具体的な支援メ
ニューの在り方などについて十分に協議

●市区町村は、児童家庭支援センターに対して、家庭等からの相談対応について積極的に技術的助言等を求め
るとともに、子育て短期支援事業をはじめとした家庭支援事業の委託など、児童家庭支援センターと密接に
連携して地域のこども家庭支援を実施

事項 計画策定に当たっての留意事項
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２ .項目ごとの策定要領
(4 )支援を必要とする妊産婦等の支援に向けた取組

事項

●助産施設の確保に取り組むこと
●制度の周知にも取り組むこと

妊産婦等生活援助事
業の整備

助産施設・助産制度
の体制整備と周知

●国において策定する実施要綱等を踏まえ、同事業の整備が着実に進められるよう、乳児院や母子生活支援施
設等の活用を含め、必要な内容を盛り込むこと

計画策定に当たっての留意事項

２ .項目ごとの策定要領
(5 )各年度における代替養育を必要とするこども数の見込み

代替養育を必要とす
るこども数の見込み

●保護者のないこども又は保護者に監護させることが不適当であると認められるこどもであって、里親・ファ
ミリーホームに委託し、又は児童養護施設等に入所させて養育することが必要がである者の数（代替養育を
必要とするこども数）を時点修正する際、予防的支援による家庭維持の見込数のほか、家庭復帰、親族養育
等への移行、養子縁組の成立の見込数を踏まえること
（参考例）こどもの人口（推計・各歳ごと）× 代替養育が必要となる割合（潜在的需要を含む。）

＝ 代替養育を必要とするこども数

事項 計画策定に当たっての留意事項

●都道府県の児童福祉担当部局と母子保健担当部局等との連携、市区町村等の関係機関との連絡会議の開催、
要保護児童対策地域協議会等との連携体制の構築

●市区町村は、こども家庭センター等を通じて把握した特定妊婦等について、妊産婦等生活援助事業による支
援が必要と認められる場合は速やかに都道府県に報告等を行い、当該特定妊婦等の自立に向けて積極的な支
援が必要。その際、家庭支援事業の活用も含めて検討が必要

●児童福祉及び母子保健担当部局等の関係機関の職員等への研修

市区町村等との連携
等

●市区町村が実施する妊婦訪問事業、産後ケア事業等についても取組状況を把握するとともに、その充実に向
けた支援等について検討

その他事業による支
援体制の充実
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２ .項目ごとの策定要領
(6 )一時保護改革に向けた取組

事項

一時保護の体制整備 ●家庭養育優先原則を踏まえ、まず家庭における養育環境と同様の養育環境を検討する。その上で、安全確保
が困難な場合等には、できる限り良好な家庭的環境において、個別性が尊重されるべき。特に、年齢等に配
慮しつつ、原則として個別対応を基本とすること

●まずは乳幼児をはじめとした委託一時保護が可能な里親・ファミリーホームの確保に努める。とりわけ乳幼
児は家庭養育優先原則を十分に踏まえることが必要。一時保護専用施設等の確保に努めることも必要

●国において策定する一時保護施設の設備及び運営に関する基準及び「一時保護ガイドライン」を踏まえた既
存の一時保護施設の見直し項目及び見直し時期、一時保護施設の必要定員数、一時保護専用施設や委託一時
保護が可能な里親・ファミリーホーム等の確保数、職員の育成方法、実施する時期等を計画に記載

計画策定に当たっての留意事項

家庭養育優先原則及
びパーマネンシー保
障の理念に基づく
ケースマネジメント

●家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づくケースマネジメントを徹底。すなわち、家庭維持の
ための最大限の努力を行うとともに、代替養育を必要とするこどもに対しては、里親等委託に対する実親の
理解を醸成した上で、まずは親族里親、養子縁組里親、養育里親、専門里親、ファミリーホームの中から、
こどもの意向等を踏まえつつ代替養育先を検討。さらに、これらのいずれも代替養育先として適当でない困
難な課題のあるこどもは、小規模かつ地域分散化された施設等への入所措置を行う。その上で、代替養育の
開始の時点から、こどもの意向等を踏まえながら家庭復帰を目指し、困難な場合は特別養子縁組等を検討

●児童相談所に、家庭養育優先原則に基づくケースマネジメントを行う担当係を配置し、里親等委託推進に係
る業務にしっかりと従事させるなどの体制整備を行うこと。早期のパーマネンシー保障のためのケースマネ
ジメントを行うためには、専門チームや担当係の配置などの体制整備の検討が望ましいこと

●親族等がこどもを養育する場合に、児童相談所は、親族等の求めに応じて助言等の必要な支援を行うととも
に、親族等が希望する場合には養育里親研修等を勧奨することが望ましい

事項 計画策定に当たっての留意事項

●こどもの意見を聞きながら、可能な限り原籍校への通学が可能となる環境を確保するため、委託一時保護が
可能な里親・ファミリーホームや一時保護専用施設等の確保を進めること。また、一時保護施設内の学習支
援の充実に努めること

●一時保護施設内の管理を目的とした規則は最低限にとどめ、施設内のルールが適切か、定期的に見直す

一時保護におけるこ
どもの最善の利益

２ .項目ごとの策定要領
(7 )代替養育を必要とするこどものパーマネンシー保障に向けた取組
①児童相談所におけるケースマネジメント体制の構築に向けた取組
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事項

●保護者支援プログラム実施団体等との協働が考えられる
●その際、児童相談所がコーディネート業務を適切に行うなどを前提とし、協働による支援であることを意識

児童相談所における
体制強化

民間団体との協働に
よる支援の充実

●専任職員の配置や専門チームの設置など、連続性のある支援が実施できるような体制の整備
●親への相談支援に関する児童相談所職員への研修の実施

計画策定に当たっての留意事項

特別養子縁組等に向
けた具体的なケース
マネジメントの在り
方

●代替養育の開始の時点から、児童相談所が中心となって、こどもの意向等を踏まえながら、家庭に対する支
援を最大限に行って家庭復帰を目指すとともに、それが困難な場合には、特別養子縁組等を検討

●児童相談所長による特別養子適格の確認の申立等について積極的に検討。特に親が行方不明であり、又は長
期間にわたり親との交流がない乳幼児は特別養子縁組を積極的に検討

●支援の実施に当たっては、児童相談所における専門チーム等の配置などの体制整備の検討が望ましいこと

事項 計画策定に当たっての留意事項

●市区町村が親子関係再構築支援の意義を理解し、児童相談所と連携して支援を実践していくことが不可欠 
●親子の課題等をこども家庭センターと適切に共有し、サポートプランの策定に反映
●都道府県全体として、親子関係再構築支援の役割分担、連携体制を検討し、市区町村をバックアップ
●都道府県は親子関係再構築の重要性の啓発、市区町村への支援方策を講じる等の主導的役割を発揮

市区町村における支
援体制の強化と連携
等

●里親・ファミリーホーム・施設からも情報収集等を行うなど、協働しながら親子関係再構築支援を実施する
体制づくりを行う

里親・FH・施設と
の協働による支援

２ .項目ごとの策定要領
(7 )代替養育を必要とするこどものパーマネンシー保障に向けた取組
②親子関係再構築に向けた取組

２ .項目ごとの策定要領
(7 )代替養育を必要とするこどものパーマネンシー保障に向けた取組
③特別養子縁組等の推進のための支援体制の構築に向けた取組

民間あっせん機関等
との連携等

縁組成立後の支援

●適切な養子縁組里親が見つからない場合は、他の自治体や民間あっせん機関等に協力を打診することを検討
●縁組成立後の支援に際し、民間あっせん機関等の協力を得ることも有効

●縁組成立後少なくとも半年間は、児童福祉司指導等による援助を継続するとともに、それ以後も必要な状況
把握や情報提供、助言その他の援助を行うこと
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事項

●里親等委託が必要なこども数の算出に用いる算式
（代替養育を必要とするこども数 －（行動上の課題が重篤なこども等に対して必要な治療や指導等を行うこ
とを目的とする施設の入所こども数））×里親等委託が必要なこどもの割合 ＝ 里親等委託が必要なこども数

家庭養育優先原則と
パーマネンシー保障
の理念に基づく支援
の在り方

里親等委託が必要な
こども数の見込み

●市区町村の家庭支援事業等を通じた予防的支援により家庭維持のための最大限の努力を行うとともに、代替
養育を必要とするこどもに対しては、児童相談所において、里親等委託に対する実親の理解を醸成した上で、
まずは親族里親、養子縁組里親、養育里親、専門里親、ファミリーホームの中から、こどもの意向等を踏ま
えつつ、こどもにとって最良の養育先とする観点から代替養育先を検討することが必要

計画策定に当たっての留意事項

●養子縁組里親を含む里親等委託を原則として検討することが必要。特に就学前の乳幼児期は、愛着関係の基
礎を作る時期であり、養子縁組や里親・ファミリーホームへの委託を原則とする

●施設入所が長期化しているこどもについては、こどもの課題に応じて早急に里親等委託を検討する必要があ
り、特に乳児院に入所しているこどもについては、原則として里親等委託への措置変更を行うことが必要

●以上を踏まえ、乳幼児75％以上、学童期以降50％以上の里親等委託率となるよう、令和11年度時点におけ
る年齢区分別（３歳未満、３歳以上の就学前、学童期以降）の里親等委託率の目標を設定・実行する。国の
数値目標を既に達成している又は達成する見込みのある都道府県は、上記事項を確実に実行するとともに、
国の数値目標を超え、100％を目指した目標を設定

●国においては、遅くとも令和11年度までに、全ての都道府県において乳幼児の里親等委託率75％以上、学童
期以降の里親等委託率50％以上を実現するための取組を推進。全ての都道府県において、乳幼児75％以上、
学童期以降50％以上の里親等委託率となるよう令和11年度における数値目標を設定する

新たに確保が必要な
里親・ファミリー
ホーム数の算出、里
親等委託率の目標設
定等

●里親・ファミリーホームについての広報・啓発を積極的に行う必要があること
●実親等に、里親・ファミリーホームは、家庭と同様な養育環境の提供が目的であることや、実親との親子関
係を断つことなく、親子関係再構築や自立に向けた措置であることを丁寧に説明して理解を得る

●障害児の障害特性に応じて適切に養育できる環境を備えた里親・ファミリーホームの確保に努めること

十分な受け皿の確保
等

２ .項目ごとの策定要領
(8 )里親・ファミリーホームへの委託の推進に向けた取組
①里親・ファミリーホームへの委託こども数の見込み等

里親のリクルートに
係る市区町村との連
携体制等

●ショートステイなどの短期受け入れ里親も含め、多様な里親の在り方を検討・周知することが重要
●市区町村が持つ自治会や子育てボランティアなどとの繋がりを活用して制度周知や里親のリクルートを行う
など、積極的に市区町村と連携を図ることが必要。また、市区町村は協力体制を整備することが望ましい

●市区町村が子育て短期支援事業に里親・ファミリーホームを活用できるようにするための情報提供等を検討

やむを得ず委託解除
に至った要因分析

●やむを得ず委託解除された数・割合について把握し、要因分析を踏まえて対応方針を検討すること
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事項

２ .項目ごとの策定要領
(8 )里親・ファミリーホームへの委託の推進に向けた取組
②里親等支援業務の包括的な実施体制の構築に向けた取組

包括的な里親等支援
体制の整備

●里親支援センターにおいて、里親のリクルートから里親等委託措置の解除後における支援に至るまでの一貫
した里親支援体制を構築することが必要

計画策定に当たっての留意事項

●里親支援センターによる里親支援体制の構築等に当たっては、国が策定する実施要綱等を踏まえること
●児童相談所の職員体制や管轄する地域の人口規模等を踏まえて、児童相談所の体制強化や民間機関の積極的
活用を含め、里親支援センターの設置を検討

●設置にあたっては、ＮＰＯ法人等の民間機関、多機能化・機能転換に向けた取組を行う乳児院や児童養護施
設等、児童家庭支援センター、里親会の活用なども考えられる

●里親支援センターのみで対応することが困難である場合は、民間フォスタリング機関の活用についても検討

里親支援センターの
設置等に当たっての
留意事項

２ .項目ごとの策定要領
(9 )施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組
①施設で養育が必要なこども数の見込み

事項 計画策定に当たっての留意事項

施設で養育が必要な
こども数の見込み

●(5)の項目で算出した年度ごとの「代替養育を必要とするこども数」から、(8)の①の項目において算出した
「里親等委託が必要なこども数」を減じて、施設で養育が必要なこども数の見込みを算出

●各施設においては、ケアの個別化、里親等委託、親子関係再構築に向けた支援などに加え、こどもの呈する
情緒、行動上の問題の解消や軽減を図りながら生活支援を行う専門的な養育に取り組むこと。また、支援方
針をこどもや親に明確に提示し、親への支援を行いながら、家庭復帰や里親・ファミリーホームへの委託な
どへとつなげられるよう取り組むこと
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２ .項目ごとの策定要領
(9 )施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組
②施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組

乳児院、児童養護施
設

●概ね５年程度で確実に地域分散化及び多機能化・機能転換を行う計画を、人材育成も含めて策定
●就学前の乳幼児期は養子縁組や里親等委託が原則であり、特に乳児院は、安易に定員増を伴う創設を行わな
いとともに、妊産婦や在宅で不適切な養育をされている乳幼児、実親、里親・里子に総合的に支援を実施で
きる社会資源として、一層の機能転換を図ることが必要。乳児院が、こども家庭センターや医療機関等との
連携・協働先に位置付けられるよう働きかけるとともに、妊産婦等支援や親子関係再構築支援、里親等支援
などへの積極的な活用を検討。また、一時保護専用施設の整備についても地域の実情に応じて検討

●国は、小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換の取組状況を評価。進捗状況を毎年度公表

●妊産婦等生活援助事業が、母子生活支援施設において、そのニーズに応じて利用されるよう改めて周知母子生活支援施設

地域支援・在宅支援
の充実

●家庭支援事業をどの程度実施しているのかが施設の多機能化・機能転換の取組を評価する重要な指標となる
ため、市区町村に対しては積極的な施設の活用を、施設に対しては積極的な事業実施を促すとともに、事業
や財政支援の説明を十分に行う

●多機能化・機能転換の一つの方向性として、児童家庭支援センターや里親支援センターの設置の促進を検討

施設等における人材
確保・人材育成等

●施設等における人材確保
・施設等で働くことの魅力等を施設等のWEBサイトやSNS等を活用し広報啓発することや、職場体験等、施
設等や業務内容を理解してもらう機会を積極的に設けることなど、人材確保に向けた取組への支援が必要

・在職中の職員の定着のため、職員が意欲的に学べる場の提供やキャリアパス整備等の取組にも支援が必要
●施設等における人材育成等
研修の受講機会の提供、スーパービジョンのシステムの確立等の取組みが重要。また、職員が課題を一人で
抱え込まない組織運営が重要であり、これら人材育成等の取組への支援が必要

事項 計画策定に当たっての留意事項

２ .項目ごとの策定要領
(10 )社会的養護自立支援の推進に向けた取組
①自立支援を必要とする社会的養護経験者等数の見込み及び実情把握

事項 計画策定に当たっての留意事項

社会的養護経験者等数
の見込み、実情把握

●自立支援を必要とする社会的養護経験者等の数の見込みとともに、その実情について、国において策定する
実施要綱等を踏まえて把握すること 47



２ .項目ごとの策定要領
(10 )社会的養護自立支援の推進に向けた取組
②社会的養護経験者等の自立に向けた取組

児童自立生活援助事
業

●(10)の①の項目で算出した自立支援を必要とする社会的養護経験者等数を踏まえ、児童自立生活援助事業の
実施箇所数の計画を策定

●なお、令和４年改正児童福祉法により自立援助ホーム以外の場所でも児童自立生活援助事業が実施できるよ
うになったことから、管内の施設等の状況を踏まえて、事業の類型ごとに事業実施箇所数の計画を策定

● (10)の①の項目の実情把握を参考とすることに加え、現に支援している関係者等からの情報等を収集しなが
ら、社会的養護自立支援拠点事業の整備箇所数の計画を策定

●関係機関との円滑な連携を行うための体制づくりについて検討
●一時避難的かつ短期間の居場所の提供を伴う支援の実施を検討

社会的養護自立支援
拠点事業

社会的養護経験者等
への自立に向けた支
援体制の整備

●国において策定する実施要綱等を踏まえ、関係機関との連携等について、支援ニーズに即した支援体制の整
備に向けた計画を策定

●社会的養護経験者等をはじめ、関係機関が構成員となって組織される社会的養護自立支援協議会の設置を積
極的に検討

事項 計画策定に当たっての留意事項

２ .項目ごとの策定要領
(11 )児童相談所の強化等に向けた取組
①中核市・特別区の児童相談所設置に向けた取組

事項 計画策定に当たっての留意事項

中核市・特別区の児
童相談所設置に向け
た計画

●令和元年改正児童福祉法附則第７条第６項の趣旨は、設置意向のある全ての中核市・特別区が児童相談所を
設置できるようにすることであることから、できるだけ設置を促す

●中核市・特別区における設置に向けた具体的な懸案・課題等を適切に把握した上で、各都道府県における支
援策等の具体的な計画を策定
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２ .項目ごとの策定要領
(11 )児童相談所の強化等に向けた取組
②都道府県（児童相談所）における人材確保・育成、児童相談所設置等に向けた取組

児童相談所における
人材確保・育成

●「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に沿った都道府県（児童相談所）の職員の配置、研修の実
施方法・時期等を計画に記載。なお、医師及び弁護士の確保については、常勤職員としての配置又はこれに
準ずる措置等の具体的な取組を計画に記載

●市町村支援児童福祉司の役割が重要であり、配置基準に基づき適正に配置した上で、日頃から市区町村と情
報共有を行う等、連携体制の整備を図ることが望ましい

市区町村との連携

児童相談所の管轄人
口

●都道府県内に管轄人口が100万人を超える児童相談所を有する場合には、新たな児童相談所の設置等具体的
な改善方策を計画に記載

事項 計画策定に当たっての留意事項

事項 計画策定に当たっての留意事項

２ .項目ごとの策定要領
(12 )障害児入所施設における支援

障害児入所施設にお
ける支援

●「良好な家庭的環境」において養育されるようユニット化等によりケア単位の小規模化を推進
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3 .次期計画策定上の留意事項

次期計画の計画期間、
計画の見直し等

●計画策定要領を基に、計画の全面的な見直しに向けた準備や検討を進め、令和６年度末までに新たな計画の
策定を行うこと。なお、以下について可能なものから順次速やかに取組む
・市区町村におけるこども家庭センターの整備等に向けた支援
・里親支援センターによる一貫した里親等支援体制の構築に向けた調整・検討
・乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能転換、小規模かつ地域分散化に向けた各施設の意向
の確認等、計画策定のための調整・検討

・これらに従事する人材の専門性の向上に向けた、人材育成の機会の確保のための取組
・現行計画の達成見込みの確認・要因分析等
・資源等に関する地域の現状（「資源の必要量等」の見込み、「現在の整備・取組状況等」、「整備すべき
見込量等」）の把握

・代替養育を必要とするこども数、里親等委託が必要なこども数、施設で養育が必要なこども数の見込みの
算出

・自立支援を必要とする社会的養護経験者等の数の見込みの算出及び実情把握
など

●第３期子ども・子育て支援事業計画に合わせて令和７年度から令和11年度までの５年を１期として策定
●計画の進捗状況について毎年度自己点検・評価を行うとともに、計画期間の中間年を目安として、進捗状況
の自己点検・評価の結果を踏まえ、必要な場合には、計画の見直しを行って取組の促進を図ること

●都道府県こども計画、都道府県障害児福祉計画など、こども施策、障害児施策等との連携や関連する計画と
整合性が取れた計画となるよう留意

事項 計画策定に当たっての留意事項
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